
 

令和６年度 第２回 久留米市国民健康保険事業の運営に関する協議会議事録 

 

 

１ 日 時  令和６年１２月２４日（火） １３：３０～１４：４０ 

 

２ 場 所  久留米市職員会館 メルクス３階 ホール 

 

３ 出席者 （委員） 

 

区 分 氏 名 出欠 

公益代表 田中 功一（会長） 〇 

古賀 敏久（副会長）  

大熊 博文 〇 

長野 哲  

被保険者代表 中村 愛 〇 

辻󠄀 トシコ 〇 

古賀 香代子 〇 

田中 真知子 〇 

保険医又は保険薬剤師代表 植田 省吾 〇 

首藤 俊介 〇 

富田 裕輔  

塘 信也 〇 

被用者保険等保険者代表 大淵 工 〇 

権藤 裕子 〇 

 

（事務局） 

健康福祉部 部長     宮原 義治 

健康福祉部 次長     野口 明仁 

健康保険課 課長     千代島 智昭 

健康保険課 主幹     河野 真樹 

健康推進課 課長     関 祐輔 

地域保健課 課長     三浦 圭史  他 

 

（傍聴者） 

       なし 

 

 

 

 



４ 報告事項 

質疑要旨 

（１）令和７年度 国民健康保険事業費納付金について 

 

質問・意見等 回答 

委 員 説明資料 10ページに関し

て、1 人当たり納付金が 17

位となっており、収入や医

療費水準で算定されると説

明があった。久留米市の医

療費水準は高いと考える

が、収入が他の市町村と比

べて低いということか。 

事務局 納付金は所得水準と医療費水準で算定される。 

久留米市の状況として、所得水準は県内 26位、医

療費水準は県内 18位となっており、これらを踏まえ

て 17位となっている。 

委 員 令和 7 年度仮算定一人当

たり納付金が 153,621 円と

なっているが、本算定につ

いてインフルエンザの流行

等の納付金への影響はある

のか。 

事務局 インフルエンザに関しての医療費は把握していな

いが、昨年度の状況を踏まえると、感染症の伸び率

は高くても医療費全体に占める割合が低いため、納

付金への影響は少ないと考える。 

また、例年の傾向では仮算定よりも本算定が低く

なる傾向はあるが、現在議論されており、薬価の改

定を含め、本算定の動向は不明である。 

委 員 久留米市でのジェネリッ

クの取組みを教えて頂きた

い。 

事務局 先発医薬品を使用されている方に対し、ジェネリ

ックに変更した場合の医療費の軽減額についての通

知を毎月行っている。対象は月最大 2,000 人。また、

保険証に貼付できるジェネリック医薬品希望シール

の送付、新規加入者や高齢者へのチラシ配布等を行

っている。 

また、普及率の令和 5 年度実績は、久留米市

84.8％、国 81.9％、県 82.9％となっており、国・県

と比較しても一定高い水準にある。 

（２）久留米市国民健康保険運営協議会の今後のスケジュールについて 

   質疑なし 

（３）子ども・子育て支援金制度について 

質問・意見等 回答 

委 員 説明資料 16ページに関し

て、平均年額とあるが、所

得割の影響があるのか。 

また、所得の目安はどれ

くらいか。高額所得者につ

いて加算額への影響はある

のか。 

事務局 国の試算による平均年額は、所得に応じて算出さ

れていると認識しているが、収入情報は現在確認で

きていない。現時点で、支援金に関する保険料率に

ついての詳細な通知はないが、低所得者や 18 歳未満

の保険料に対する一部軽減があることから、所得に

応じて高額所得者の方には多く負担いただくことに

なると認識している。 

 



委 員 支援金分が令和 8年度、9

年度、10 年度に増額してい

る理由はなぜか。 

事務局 国により令和8年度から10年度にかけて段階的に

負担いただくという方針が示されており、方針に沿

った一人当たりの負担額を記載している。 

また、資料の金額はあくまで国の試算によるもの

で、今後保険料に加算される時には、現在の試算よ

り低い場合も高い場合もあると考えられる。 

なお、国は支援金制度の創設にあたり、社会保障

費の歳出改革を行い実質的な負担を生じさせない旨

を示しており、今後の動向を注視していく必要があ

る。 

委 員 医療保険分、後期高齢者

支援金分、介護保険分に子

ども・子育て支援金分を合

算し保険料が算定されるこ

とになるが、賦課限度額を

超える方への影響はどうな

るのか。 

 賦課限度額が設定され、

高額所得者の負担率が低く

なることについて、負担の

公平性や社会全体で子育て

を支援するという制度の趣

旨からすると疑問である

が、国の見解等はあるか。 

事務局 現在、医療保険分、後期高齢者支援金等分、介護

保険分それぞれに賦課限度額が設定されている。こ

れに加え、子ども・子育て支援金分についても賦課

限度額が設定されることが示されている。 

賦課限度額については令和 7 年度末の税制大綱に

明記される見通しであるが、現在、国の見解につい

ての情報はなく、今後の動向について注視していく。 

なお、子ども・子育て支援金分は令和 8 年度から

加算されるため、令和 7年度本算定には影響はない。 

 

（４）データヘルス計画の進捗状況について 

 

質問・意見等 回答 

委 員 説明資料 20ページに関し

て、特定健診受診率等、令

和 8 年度の中間報告をお願

いしたい。 

事務局 了解した。 

 


